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１ この補助金は、「令和２年７月豪雨による災害」（以下「７月豪雨災害」という。）から

の復旧を目的とする事業です。 

この事業は、７月豪雨災害からの復旧を目的とする事業ですので、７月豪雨災害前

に所有していた施設・設備であって、補助事業計画書（３「災害による被害状況及び

復旧整備の内容一覧」）において記載のある施設・設備のうち、適正と認められたも

のが補助金交付の対象となります。 

 

 

２ 補助対象となるのは、７月豪雨災害により被害を受けた施設や設備の復旧等に要する経費

です。 

補助対象となるのは、７月豪雨災害により直接被害を受けた施設や設備の復旧整備

等に要する経費であり、商品・資材の被害や休業等による間接被害は含みません。 

なお、福利厚生施設や汎用性の高い設備等は、補助対象外となります。 

 

 

３ 遡及適用が可能です。 

７月豪雨災害により被害を受けた施設や設備であれば、交付決定日前に着工･実施

（契約又は発注）した施設・設備の復旧整備等も補助の対象となります。 

※ただし、証拠となる写真や書類を申請書に添付し、認められた場合に限ります。 

 

 

４ 復旧を超える整備は、原則として補助対象外となります。 

７月豪雨災害発生前に所有していた施設や設備よりも過剰（性能・数量）な整備

は、新たな整備となり、補助の対象となりません（修繕・修理が原則です。）。 

ただし、新分野事業の認定を受けた場合は、この限りではありません。 

 

 

５ 補助事業に係る経理事務は、適正な執行が必要です。 

補助事業に係る経理事務にあたっては、不正又は虚偽による補助金の受給や、実績

報告書等への虚偽の記載など、絶対に行わないでください。 

補助金の受給後も調査を行い、不正受給や虚偽報告等と認められる場合は、補助金

の返還や、更に厳しい対応や処分を行うことがあります。 

 

  ※この補助金は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」の適用を受け

ます。証拠書類（請求書、契約書、領収書等）は、事業を完了した年度の翌年度から

５年間保存する必要があります。 

また、会計検査院による検査が行われる際は、必要な書類の作成、現地調査等の対 

応が求められる場合があります。 

 

留意事項 
 



 

 

 

６ 重複での申請は禁止されています。 

同一の施設又は設備の復旧事業に対して、この補助金以外に国や県などの補助金等

を重複した形で復旧等を行うことはできません。 

既に、他の補助金等の申請や事業完了報告等を行っている場合は、速やかに申し出

てください。 
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１ 補助事業の基本的な流れ （事業開始から終了まで） 

【補助事業者 → 県】   

補助金交付申請書の提出 

【受付期間 】 

第１次募集：令和２年９月１８日（金）～１０月１９日（月） 

第２次募集：令和２年１０月２０日（火）～１１月９日（月） 

※期間中、県で随時受付します。受付期間は、県ＨＰ

でも公表しますのでご確認をお願いします。 

※今後、様々なところで必要になるものですので、必ず

手元にコピーをお持ちください。 

↓ 

【県 → 補助事業者】   

補助金交付決定及び通知  

（交付決定通知書の送付） 

交付申請の受付後、２か月程度で交付決定を行う予定

です。交付決定後、郵送で通知します。 

※申請書が多数提出された場合や申請書類に不備や

修正等があった場合等、交付決定が遅れることがあ

ります。 

↓ 

【補助事業者】 

補助事業の実施 

申請内容に沿って事業を実施してください。 

なお、内容等に変更が生じる場合は、県に事前に相談

してください。 

↓ 

【補助事業者 → 県】 

補助事業実績報告書の提出 

事業完了の日から 15日以内又は補助金交付決定のあ

った年度の 3 月 16 日のいずれか早い期日まで 

※補助事業の実施及び工事業者等への事業費の支

払い完了後、提出してください。 

※多数の申請が想定されるため、交付決定後、速やか

な事業完了と提出にご協力をお願いします。 

↓ 

【県】   

補助事業の完了検査の実施 

実績報告書を受理後、日程調整の上、原則、現地調

査、帳簿等の確認を実施します。 

↓ 

【県 → 補助事業者】 

補助金の額の確定及び通知 

完了検査後に補助金額の確定を行い、郵送で通知し

ます。 

↓ 

【補助事業者 → 県】 

補助金請求書の提出 

補助金の額の確定通知を受け取り後、速やかに提出し

てください。 

↓ 

【県→補助事業者】 

補助金の支払い 

補助金請求書を受理した後、１か月程度で支払いま

す。 
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２ 全体の注意事項 

（１） 消費税等の取扱い 

消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）について、この補助金では、消費税等は補助対

象外の経費となります。 

つきましては、事業費は、消費税等を含まない形で申請をお願いします。 

※ 全ての積算は、消費税等抜きの数字となりますので、見積額が内税の場合は、「１.１」で割り戻

して、税抜き価格として積算してください。 

 

（２） 補助事業者から工事業者等への支払方法 

補助事業の実施に当たっては、できるだけ、専用の通帳を作成いただき、その口座からのお振り込

み等でお支払いください。補助金交付決定を受けた後、速やかに本補助事業で使用する専用の通帳

を１冊作成し、支出は全てその通帳から、振込み、又は、引落としで支出されますようお願いします。 

また、現金での支払いとなる場合でも、支払内容、支払額を補助金専用元帳等に記録し、専用の

通帳を作成した場合は、必要額をその通帳から引き出して支出されますようお願いします。 

※ 小切手・手形での支払いの場合には、回し手形（裏書譲渡された手形）の使用はできませんの

で、ご注意願います。また、小切手・手形での支払いの場合には、必ず、事業期間内に振出・支

払いがされる小切手・手形としていただきますようお願いします。 

 

（３） 補助金専用元帳の作成 

補助事業の実施に当たり、補助事業に係る出納を示す補助金専用の元帳を作成し、管理してくだ 

さい。「施設費、設備費ごと」に、「いつ、誰に、何のため、いくら」支出したかが明確に分かるように、補  

助金専用の元帳を作成し、補助事業経費の管理をお願いします。 

 

（４） 県から補助事業者への補助金の支払方法 

県から補助事業者への補助金のお支払いは、補助対象経費のうち、「発注業者等への支出済みの

経費のみ」が対象となります。 

本補助事業に関して、県から補助事業者（補助事業を行う者）への補助金の支払いは、全ての事

業が完了し、補助金の額が確定した後の「精算払いが原則」となります。 

したがって、補助事業者から発注業者等への支払いは、補助事業者においてお支払いいただくこ

ととなりますので、ご注意ください。 

ただし、事業実施期間中であっても、次のとおり補助金の概算払い（支出済みの経費のみ）を請求

することができます。なお、概算払いには一定の要件がありますので、事前に必ず県へご相談ください。 

①概算払（請求）回数 補助事業者につき、１年度１回まで 

②概算払（請求）時期 補助事業者の判断により、事業の進捗や、支払状況等を勘案し、請求

可能ですが、補助金の支払い前に、必要な現地等確認を実施しますの

で、概算払い（請求）申請から支払いまでには 2 か月程度要します。 
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③概算払いの対象経費 補助対象経費のうち、支出済みの経費 

※消費税等は、含まれません。 

※施設（建屋単位）や設備（機械単位）で工事が完了（支払まで終了）し

ていること。 

④請求可能額 受取り保険金を差し引いた後の調整後補助対象経費 × 補助率 

⑤必要書類 １）概算払請求書（別記第８号様式） 

２）実績報告書に準じた提出書類 

※実績報告書の提出時は、原則として全ての書類の提出が必要です。 

 

（５） 完了検査 

補助金の支払いに当たっては、本手引き「７ページの『コ 書類の整理』」及び「10 ページの『ケ 書

類の整理』」に基づき整理した書類のコピーを提出いただき、原則、現地において復旧事業の実施状

況や経理の関係書類の原本を確認します。 

 

（６） 事業の変更手続き 

補助事業の実施に当たり、事業内容や経費の配分を変更する場合には、事前に知事の承認が必

要です。 

事業内容に変更が生じる可能性が発生した場合には、県までご連絡願います。 

なお、次に掲げる軽微な変更については、承認申請手続きの必要はありません。 

○補助事業に要する経費の３０％以内の額の減少である場合 

○補助事業に要する経費の配分（区分相互間）の３０%以内の変更である場合 

○補助目的及び能率に影響を及ばさない範囲の変更である場合 

※ 補助事業完了前に会社合併や相続等による対象施設等の譲渡が生じ、補助事業者が変更と

なる場合は、事業変更の承認申請が必要となります。 

 

（７） 財産の処分 

この補助事業で取得した施設や設備、又は効用の増加した資産を一定期間内に処分（目的外使

用、譲渡、交換、貸付け、担保に供する処分、取壊し、破棄）する際には、事前に知事の承認が必要

となりますので、必ず、事前に県までご連絡をいただき、確認をお願いします。 

なお、事業実施年度以降においても、事前に知事の承認が必要となります。 

※ 事前承認が必要なものは、不動産や取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及

び器具（設備）が対象となります。 

※ 施設や設備の建替え・入替だけでなく、修理・修繕も財産処分の対象になります。 

※ 単価 50 万円未満の財産についても、耐用年数が経過するまでは適切に管理してください。 

※ 後述の財産管理台帳で管理をお願いします。 

また、承認を受け財産を処分し、収入を得た場合には、その収入に相当する額の全部又は一

部を県に返還する必要があります。 

さらに、店舗兼住宅を含め、補助事業で財産を取得するために必要な資金調達をする際に、
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その財産を担保に供する場合も、事前に承認が必要となりますので、必ず県にご相談ください。

（詳しくは、次の（８）を御覧ください。） 

 

（８） 取得した（する）財産を担保に供する場合の取扱い 

  ※ 必ず事前に県へご相談ください。 

補助事業で取得した（する）財産を担保に供する場合は、事業完了（補助金の精算払）前と後では

手続きが異なりますので御注意ください。 

・事業完了前に担保に供する場合は、「前述６」の変更手続きによる承認が必要です。 

・事業完了後に担保に供する場合は、「前述７」による財産処分の承認が必要です。 

また、担保設定（資金調達）の理由によっては、承認できない場合もありますので、必ず事前に県へ

ご相談ください。 

 

（９） 補助金等で取得した財産の処分 

   他の補助事業等により取得した施設や設備が、今回の７月豪雨災害で被災し、処分することとなっ

た場合は、その補助金等を交付した行政機関等に相談し、適切な処理をお願いします。 
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３ 各経費の執行方法 

（１） 全般的注意事項 

補助事業の実施に関しましては、下記に記載する事項に十分ご留意の上、事業を進められますよう

お願いします。 

また、必要となる書類につきましては、その都度、作成・整理をお願いします。 

なお、以下で作成・整理していただく書類は、事業完了後、補助事業実績報告書を提出いただく際

に必要となる書類です。 

これらの書類が作成・整理されていない場合、支出済みの経費であっても、補助金のお支払いがで

きないことがあります。書類整備も事業の一部として重要な作業であるため、適切に実施されますよう

お願いします。 

 

（２） 補助対象施設又は設備 

補助金の交付対象となる経費は、補助事業者が７月豪雨災害発生前に所有していた施設・設備で

あって、７月豪雨災害により損壊し、若しくは滅失し、又は継続して使用することが困難になったものの

うち、補助事業者の申請により県が定める復興事業計画に記載された事業を行うのに不可欠な施設・

設備の復旧整備又は宿舎整備に要する経費であって、知事が補助の対象としたものとなります。 

新分野事業については、従前の施設・設備への復旧に要する経費に代えて、新分野事業に要する

施設・設備の整備に係る経費を補助対象経費とします。ただし、この場合の補助上限額は、従前の施

設・設備への復旧等に要する経費と新分野事業に要する施設・設備の整備に係る経費のいずれか低

い額に補助率を乗じた金額となります。 

   ※ 補助事業（修繕を除く）により整備した施設・設備については、補助対象となった全ての施設・

設備について資産計上が必要です。資産計上がなされていない場合、補助金の返還等の可能

性がありますので、ご注意願います。 
 

区 分 内 訳 

施   設 倉庫、生産施設、加工施設、販売施設、検査施設、共同作業場、原材料置

場、その他この補助事業の目的の範囲内で復興事業計画の実施に不可欠と

認められる施設の復旧整備に要する経費 

設   備 復興事業計画の実施に不可欠と認められる事業の用に供する設備であっ

て、補助事業者の資産として計上するものの復旧整備に要する経費 

宿舎整備の 

ための事業 
宿舎及び宿舎備付けの設備の整備に要する費用 

 

（注１） 復旧した施設・設備は、補助事業の目的に即して使用する必要があります。目的外使用（当

初目的からの用途変更、県外移転など事業実施場所の変更等）は、補助金の返還対象となります。 

（注２） 福利厚生関係の施設や設備、事務機器、備品、その他汎用性の高い施設・設備は、補助金

の対象外となります。 

（注３） 補助対象となる車両（事業用の特殊車両、フォークリフト等）は、原則、車両本体価格（事業に

必要不可欠な被災車両に備えられていた付属品等を含む。）のみが補助対象となります。 

なお、岐阜県内での車両登録が必要です。 
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（注４） 他の補助金の対象となった同一の施設・設備は、補助対象とできません。 

（注５） 保険の対象となっている施設・設備に対し保険金が支払われる場合は、補助対象経費から保

険金を控除した額に補助率を乗じた金額が補助金額となります。交付申請時に控除していな

い場合は、実績報告時に控除することになります。 

（注６） 金融機関に対する振込手数料は、補助対象外となります。なお、振込手数料を取引先が負

担しており、取引価格の内数となっている場合は、取引先からの請求金額が補助対象となりま

す。 

 

（３） 施設費の処理（例） 

施設費は、原則として、下記により事業を実施されるようお願いします。 

※すでに発注済みで、仕様書を作成していない場合など、特段の事情がある場合には改めての作成は必要ありません。 

仕様書作成 → 見積書徴取 → 発注 → 契約書・発注請書等締結 → 施工管理 → 

完了報告 → 検査 → 請求 → 支払 

ア 仕様書（設計図書）作成 

施設の整備や修理を確実に進めるため、どういった施設の立替、修理を依頼するのか、具体

的な内容を記載した仕様書を作成し、それに基づき、その後の事務手続きを進めてください。 

【仕様書に含めるべき項目（例）】 

○ 施設の名称 

○ 施設の所在地 

○ 施設の種類・構造 

○ 施設の用途 

○ 施設の面積（敷地・延床・建築） 

○ 施設の復旧整備の内容（修理/建替） 

○ 工期 

イ 見積書徴取 

アの仕様書に基づき、経済性の観点から、原則、複数の業者から見積書をお取りください。 

なお、見積書が１者の場合、「見積書不足理由書」を作成願います。（様式は岐阜県ＨＰに掲

載） 

ウ 発注 

見積書徴取を経て、経済性の観点から、適正な価格で発注ができることとなったら、書面（発注

書）により、受注業者へ発注します。 

エ 契約書・発注請書等締結 

間違いのない履行を担保するため、正式な発注後、下記項目の記載のある契約書により契約

を締結するか、受注業者から、発注請書を徴取します。 

【契約書に含めるべき項目（例）】 

○ 契約の目的 

○ 契約金額 

○ 履行期限（契約期間） 

○ 契約保証金に関する事項 

○ 契約履行の場所 
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○ 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

○ 監督及び検査 

○ 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その他損害金 

○ 危険負担 

○ かし担保 

○ 契約に関する紛争の解決方法 

○ その他必要な事項 

オ 施工管理 

工事期間中は、発注者として、確実に施工管理をお願いします。  

カ 完了報告 

工事が完了しましたら、必ず、受注業者から文書による「完成届」等の提出を受けます。  

キ 検査 

「完成届」等に基づき、現地立会等を行いながら、完成検査を行います。検査の結果、必要な

是正措置があれば、受注業者に対して指示を行います。 

なお、検査結果は、下記の項目が含まれる完成検査報告書等により取りまとめてください。 

【完成検査報告書等に含めるべき項目（例）】 

○ 検査日  ○ 検査内容 

○ 検査結果（合格/不合格/是正指示の有無） ※ 検査担当者の押印 

ク 請求 

キの検査を行い、合格をした場合には、請求書により請求を受けます。原則として、請求書に 

は、業者の押印が必要です。（社印又は代表者印。担当者印では不可。） 

ケ 支払 

支払いは、できるだけ、補助金専用の通帳から口座振込でお支払いいただくようお願いします。 

また、現金での支払いとなる場合でも、専用の通帳を作成した場合はその通帳から引き出して、 

支出されますようお願いします。 

なお、支払先からは領収書を必ず受領して下さい。 

小切手・手形での支払いの場合には、回し手形（裏書譲渡された手形）の使用はできませんの

で、ご理解をお願いします。また、必ず、事業期間内に振出・支払いがされる小切手・手形として

いただきますようお願いします。インターネットバンキングの場合は、振込が分かる記録等をご提

出ください。 

コ 書類の整理 

書類の整理は、各施設の整備事業（取引）ごとに、次ページの内容で行うようお願いします。 
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【書類整理の方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※取引ごとに項目と整理番号を付す 

 

支払いを証する書類について（例） 

【振込の場合】 振込依頼書、通帳の写し、領収書、インターネットバンキングの記録 

【現金の場合】 領収書、（現金を引き出した）通帳の写し 

【小切手・手形の場合】 小切手帳・手形帳の控え、当座勘定照合表、領収書 

※ 複数の請求をまとめて支払っている場合は、その支払いに係る全ての請求書を 

備え、支払い額と一致するようにしてください。 
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（４）設備費の処理（例） 

設備費は、原則として、下記の流れにより事業を実施されるようお願いします。 

※すでに発注済みで、仕様書を作成していない場合など、特段の事情がある場合には改めての作成は必要ありません。 

仕様書作成 → 見積書徴取 → 発注 → 契約書・発注請書等締結 → 納品 →  

検収 → 請求 → 支払 

ア 仕様書作成 

設備の復旧整備を確実に進めるため、どういった設備を入れ替えるのか、あるいは、どのように

修理を行うのか、具体的な内容を記載した仕様書を作成して、それに基づき、その後の事務手続

きを進めてください。 

なお、複数の設備を整備、あるいは、修理する場合には、一つの仕様書にまとめていただいて

も結構ですが、内訳が分かるように作成してください。 

【仕様書に含めるべき項目（例）】 

○ 設備の名称 

○ 設備の規格・形式 （修理の場合にはその内容） 

○ 設備の設置場所 

○ 納期 （修理の場合には工期） 

イ 見積書徴取 

アの仕様書に基づき、経済性の観点から、原則、複数の業者から見積書をお取りください。 

なお、見積書が１者の場合、「見積書不足理由書」を作成願います。（様式は岐阜県ＨＰに掲

載） 

また、見積書は、可能な限り補助対象設備のみで徴取することとし、補助対象外設備は含めな

いようお願いします。（以下、契約・請求書等についても同様にお願いします。） 

ウ 発注 

見積書徴取を経て、経済性の観点から、適正な価格で発注ができることとなったら、書面（発注

書）により、受注業者へ発注します。 

エ 契約書・発注請書等締結 

間違いのない履行を担保するため、正式な発注後、下記項目の記載のある契約書により契約

を締結するか、受注業者から発注請書を徴取します。 

【契約書に含めるべき項目（例）】 

○ 契約の目的 

○ 契約金額 

○ 履行期限（契約期間） 

○ 契約保証金に関する事項 

○ 契約履行の場所 

○ 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

○ 監督及び検査 

○ 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息，違約金その他損害金 
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○ 危険負担 

○ かし担保 

○ 契約に関する紛争の解決方法 

○ その他必要な事項 

オ 納品 

納品を受ける際には、必ず納品書を受注業者から徴取願います。 

カ 検収 

納品、あるいは修理された設備及び「納品書」に基づき、検収を行います。 

仕様書通りの内容で納品されていることを確認した場合には、納品書に検収日の記載をして、

検収担当者が押印してください。 

現物には本事業で購入したことを識別できる表示（シール等）により他の設備と区別してくださ

い。帳簿上も本事業で購入したことが分かるよう、区別して整理してください。 

記載例：岐阜県なりわい再建事業補助金 財産管理番号１ 

キ 請求 

カの検収を経て、請求書により請求を受けます。原則として、請求書には、納品業者の押印が 

必要です。（社印又は代表者印。担当者印では不可。） 

ク 支払 

支払は、できるだけ、補助金専用の通帳から口座振込でお支払いいただくようお願いします。 

また、現金での支払いとなる場合でも、専用の通帳を作成した場合はその通帳から引き出して、

支出されますようお願いします。 

なお、支払先からは領収書を必ず受領して下さい。 

小切手・手形での支払いの場合には、回し手形（裏書譲渡された手形）の使用はできませんの

で、ご理解を願います。また、必ず、事業期間内に振出・支払いがされる小切手・手形としていた

だきますようお願いします。インターネットバンキングの場合は、振込が分かる記録等をご提出くだ

さい。 

ケ 書類の整理 

書類の整理は、各設備の整備事業（取引）ごとに、次ページの内容で行うようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 11 - 

 

【書類整理の方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※取引ごとに項目と整理番号を付す 

※車両の場合は車検証の写しも添付してください 

 

支払いを証する書類について（例） 

【振込の場合】 振込依頼書、通帳の写し、領収書、インターネットバンキングの記録 

【現金の場合】 領収書、（現金を引き出した）通帳の写し 

【小切手・手形の場合】 小切手帳・手形帳の控え、当座勘定照合表、領収書 

※ 複数の請求をまとめて支払っている場合は、その支払いに係る全ての請求書を 

備え、支払額が一致するようにしてください。 
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４ 実績報告書について 

実績報告書の提出期限は、全ての事業が完了（検査・支払まで終了）した日から１５日以内、又

は岐阜県なりわい再建事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）で定める日（補助金交付決

定のあった年度の３月１６日）のいずれか早い日となっています。 

※多数の交付申請が想定されるため、交付決定後、速やかな事業完了と提出にご協力をお願

いします。 

 

 

ここから先は、補助事業者に提出いただく実績報告書の記入方法について説明します。 

（以下に注意しながら、県ＨＰ掲載の記載例を参考としてください。） 

 

（１）実績報告用チェックリスト 

・ リストに沿って、黒塗り（■）し、実績報告書の上に添付してください。 

 

（２）実績報告書 

・ 実績報告書の日付は、事業完了（支払まで終了）の日から１５日以内、又は交付要綱で定め

る日（令和２年度については令和３年３月１６日）のいずれか早い日となります。 

・ 補助事業者は、補助金交付申請書の申請者と同一になります。印鑑も同じものになります。 

・ 本文中の交付決定の日及び番号は、県からの交付決定通知書より転記してください。 

 

（３）補助事業実績書 

 ・ 交付申請時に提出した、補助事業計画書を基に作成してください。 

   ・ 事業者の概要の連絡先は、必ず記入してください。連絡がつかない場合は、手続きが遅れ

る恐れがあります。 

・ 補助率の確認及び株主等一覧表についても忘れずに記入してください。 

   ・ 事業の全体概要は、別添の経費積算集計表より記入してください。 

・ 収支予算書は、収入および支出の各区分を記入してください。差し引きは、必ず 0 円になり

ます。 

 

（４）財産管理台帳（岐阜県なりわい再建事業補助金関係） 

   ・ 財産名の区分は、(ア)不動産、（イ）車両・設備等（車両及び運搬具、工具、器具及び備品、

機械及び装置）となります。 

   ・ 数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えありません。単価が異なる場合は、

分割して記載してください。 

   ・ 取得年月日は、検収（完了検査）年月日を記載してください。 

   ・ 取得価格は、消費税抜きの金額で「補助金」「保険金等」を含めた金額を記載してください。 

・ 処分制限期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）、

経済産業省の「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」に定め

る期間より記載してください。 
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（５－１）経費積算集計表 

  ・ 全て自動計算ですが、補助事業者においても検算をお願いします。 

 

（５－２）経費積算明細書 

   ・ 交付申請時に提出した「補助事業計画書 ３ 災害による被害状況及び復旧整備の内容一

覧」に沿って作成してください。 

・ 施設や設備ごとに１行に集計して作成してください。 

・ 「番号」は、「財産管理台帳」及び「経費積算内訳書」と同じ番号を記載してください。 

・ 「補助事業に要した経費」は、支払金額（消費税抜き）の合計と一致させてください。 

 

（５-３）経費積算内訳書 

・ 交付申請時に提出した「見積書一覧表」を活用して作成してください。見積書Ｎｏ.を一致させ

てください。 

・ 請求書（見積書）ごとに１行となりますが、複数の施設や設備をまとめた請求書（見積書）が作

成されている場合は、施設や設備ごとに区分して作成してください。 

・ 「番号」は、「財産管理台帳」及び「経費積算明細書」と同じ番号を記載してください。 

・ 併用住宅やテナントビル等、面積按分がある場合は、「補助対象施設の利用状況表」「按分

計算書」を添付し、補助対象経費に「按分計算書」の「採用する補助対象経費」の金額（消費

税抜き）を計上してください。 

・ 工事関係書類には、それぞれの日付（見積日、契約日等）を記載してください。日付が、見

積書→発注書・契約書→請求書→振込書・領収書となっていることを確認してください。 

 

（６）事業の実施体制 

・ 補助対象となった税込 100 万円以上の請負又は委託取引がある場合に作成してください。 

（建物の建替え・修繕、設備の修繕に係る費用が税込 100 万円以上のものについて記載して

ください。） 

※ 設備等を購入する売買取引（売買契約）については、記載不要です。 

・ 補助事業者と契約先の事業者との関係を把握するため、実施体制図（ツリー図）を作成してく

ださい。 

・ 請負先又は委託先からさらに請負又は委託をしている場合（再委託等を行っている場合で、

税込 100 万円以上の取引に限る）も、上記同様に整理表及び実施体制図に記述してくださ

い。（再々委託先については、金額の記載は不要です。） 

・ 該当する取引がない場合は、提出不要です。 

 

（７）補助対象施設の利用状況表 

・ 施設の復旧の場合は添付してください。 

・ 交付申請時に提出した内容と変更がない場合は、申請時の写しを添付してください。 

・ 従前施設は、補助金交付申請時に提出の様式を参考に記入してください。 

・ 新施設は、事業完了後（最新）の利用状況を記載してください。（入居事業者が撤退した場 
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合等は、補助対象外の面積となります。） 

 

（８）按分計算書 

・ 補助対象外の面積がない場合は、添付不要です。 

・ 交付申請時に提出した内容と変更がない場合は、申請時の写しを添付してください。 

・ 利用状況表により、計算した面積を記載してください。 

・ この計算書で計算された補助対象経費は、経費積算明細書及び経費積算内訳書に転記さ 

れていることを確認してください。 

    

（９）新分野事業に係る経費の比較表 

  ・ 交付申請時に提出した新分野事業がある場合に提出してください。 

・ 交付申請時に提出した内容と変更がない場合は、申請時の写しを添付してください。 

・ 新分野事業の場合、原状回復費用が補助上限額となるため、実際に行う工事と原状回復し

た場合の費用比較を行い、いずれか低い方の金額が補助対象経費となります。 

・ 原状回復工事については、交付申請時に提出した見積書の写しを提出してください。 

 

（１０）保険金受領額按分計算書 

・ 交付申請時に提出した内容と変更がない場合は、申請時の写しを添付してください。 

・ 保険金受領対象物件ごとの保険受領金額がわかる場合は、提出不要です。 

 

（１１）受領保険金等に関する誓約書 

・ 本補助金で整備する施設・設備等に対して支払われる保険金等の状況を記入してください。 

 

（１２）保険金等支払関係書類等の写し 

   ・ 保険金の受取が分かる書類を添付してください。 

・ 補助事業実績書、経費積算集計表、経費積算明細書の受領保険金額の欄に正確に転記さ

れているか確認してください。 

 

（１３）保険又は共済への加入及び付保割合等の内容が確認できる書類 

・ 交付要綱第７条第１項第８号により、補助事業において修理や購入を行った施設・設備につ

いて、自然災害（風水害を含む。）を補償する保険・共済に加入したことを証明できる書類（保

険証書の写し等）を添付してください。 

・ 中小企業者については 30％以上、それ以外の事業者については 40％以上の付保割合の

保険・共済に加入が必要です。 

※ 小規模企業者については、加入義務がないため提出不要です。 

 

（１４）保険又は共済への加入に代わる取組が確認できる書類 

・ 交付要綱第７条第１項第９号により、保険又は共済への加入を行わない小規模企業者のみ

提出が必要です。 

・ ＢＣＰ策定、事業継続力強化計画策定、ハザードマップ確認等のリスク把握、契約書・顧客情
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報等のバックアップ（クラウド化）、非常時連絡先の作成・周知、非常時備品等のリスト化・配置、

災害訓練・社会教育などの取組み実績が確認できる資料を任意で作成し提出してください。 

 

（１５）固定資産課税証明書（復旧した施設・設備が掲載されたもの） 

・ 市町村で発行された原本を提出してください（取得した施設・設備は申告が必要です）。 

・ 申告期限等により証明書が発行されない場合は、その理由書を提出してください。その後、

証明書が発行され次第、直ちに提出してください。 

   ・交付申請時に資産計上されていた施設・設備の修繕のみの場合は不要です。 

 

（１６）固定（償却）資産台帳（復旧した施設・設備が掲載されたもの） 

・ 申告期限等により固定（償却）資産台帳が発行されない場合は、その理由書を提出してくだ

さい。その後、固定（償却）資産台帳が発行され次第、直ちに提出してください。 

   ・ 交付申請時に資産計上されていた施設・設備の修繕のみの場合は不要です。 

 

（１７）賃貸借契約書、リース契約書等の写し（復旧した施設・設備が掲載されたもの） 

   ・ 賃貸借契約書は、補助事業者（交付申請者である施設の貸主（所有者））が提出してくださ

い。借主（使用者）は、提出不要です。 

   ・ リース契約書は、補助事業者（交付申請者である設備の貸主（所有者））が提出してください。

借主（使用者）は、提出不要です。 

 

（１８）交付申請時の見積書一覧表の写し 

   ・ 交付申請時に提出したものと同じ書類の写しを添付してください。 

 

（１９）施設・設備の配置図（復旧後） 

   ・ 交付申請時から変更がない場合は提出不要です。 

 

（２０）工事関係の書類について 

・ 下記について、写しを添付してください。また、経費積算内訳書の見積・請求Ｎｏ．ごとに整

理してください。 

① 採用した見積書（内訳書を含む）の写し 

・ 実績（請求書）との差異について確認してください。 

 

② 仕様書・設計図書・契約書（発注書・発注請書）の写し 

・ 施工内容に誤りがないか確認してください。 

 

   ③ 交付申請時の設備比較証明書の写し（設備入替の場合） 

・ 補助事業計画書「３ 災害による被害状況及び復旧整備の内容」のうち、設備の整備区分

に「入替」がある場合は、交付申請時に提出した「設備比較証明書」の写しを提出してくだ

さい。  
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④ 完成後の図面（立面図、平面図等）の写し 

・ 新築の場合など、必要に応じて添付してください。 

 

⑤ 完成届等（完了報告書・完了届・竣工届等）の写し・設備導入の場合は、納品書等 

・ 施工業者から提出されている書類を添付してください。 

 

⑥ 検査（検収）調書等（完了検査報告書等）の写し 

・ 完了報告に基づき、補助事業者で（竣工）検査を実施し、未施工、施工不良等ないか確 

認し、検査調書等を作成してください。 

 

⑦ 工事(竣工)写真 

・ 施工前、施工後が比較できる写真となっているか確認してください。 

・ 施工箇所は、全て網羅されているか確認してください。 

・ 被災内容、施工内容が写真で確認できない場合は、写真周辺の余白に具体的な内容を 

追記してください。 

・ 竣工写真と、現場に相違がないか確認してください。 

 

⑧ 請求書の写し 

・ 宛先、事業（施設又は設備）名、金額、施工業者等に誤りがないか確認してください。 

   

⑨ 支払いを証する書類（領収書、振込依頼書、通帳の写し等） 

  ※ 支払い一覧表を添付すること。 

・ 支払いを証する書類は右上余白に番号を記入し、別途、番号順に整理した「支払い一覧

表（支払先、事業（施設又は設備）名、金額を区分）」を作成のうえ添付してください。 

 

（２１）車両の復旧の場合 

・ 車両の復旧の場合は、車検証及び任意保険証の写しを添付してください。 

・ 車の取扱いについては、下記をよくご参照の上、関係書類の提出をしてください。 

※ 岐阜県なりわい再建事業補助金 Ｑ＆Ａ問３－18抜粋 

【復旧後】 

100％事業用として資産計上いただくとともに、車体に企業名・屋号等を印刷いただくほか、以

下の３点を複合的に確認させていただきます。 

① 自動車保管場所が事業所となっていること 

② 運行記録、業務日報の記録が行われること 

③ 当該車両に係る任意保険の使用目的設定が「事業使用」とするなど、業務中の事故を保険金

支払い対象とする自動車保険に加入していること 
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５ 提出方法等 

(１) 提出方法 

 ア 交付申請書 

・ 郵送又は持参によることとします。 

※ 事業内容が、交付要綱に照らして補助事業に該当しない場合や添付資料が不足している

場合は、受付ができません。 

※ 必ずチェックリストを用いて、あらかじめ提出書類をご確認するとともに、書類の作成・提出

にあたっての疑義は、提出先若しくは最寄りの県事務所振興防災課産業労働係又は市町村、

商工会・商工会議所にご相談をお願いします。 

※ 受付後の書類の差替えは郵送やメールで行います。 

 

 イ 実績報告書 

・ 郵送又は持参によることとします。 

   ※ 添付資料が不足している場合は、受付ができません。 

※ 必ずチェックリストを用いて、あらかじめ提出書類をご確認するとともに、書類の作成・提出

にあたっての疑義は、提出先若しくは最寄りの県事務所振興防災課産業労働係（下記参照）

又は市町村、商工会・商工会議所にご相談をお願いします。 

※ 受付後の書類の差替えは郵送やメールで行います。 

※ 原則、現地調査、帳簿等の確認は提出者（補助事業者）の事務所で行います。 

 

(２) 県の担当事務局 

ア 提出先・相談先 

  岐阜県商工労働部商工政策課 

  〒５００－８５７０ 岐阜市薮田南２－１－１ 岐阜県庁１０階 

  （TEL）０５８－２７２－８３５０  （FAX）０５８－２７1－6873  (E-mail) c11351@pref.gifu.lg.jp 

※ 受付時間は、月曜日から金曜日（祝祭日を除く）の午前８時３０分から午後５時まで 

 

イ 相談先 

最寄りの県事務所 振興防災課産業労働係 

各県事務所名 住所（総合庁舎内） 代表電話番号 

西濃県事務所 大垣市江崎町 422-3 0584-73-1111 

揖斐県事務所 揖斐郡揖斐川町上南方 1-1 0585-23-1111 

可茂県事務所 美濃加茂市古井町下古井 2610-1 0574-25-3111 

中濃県事務所 美濃市生櫛 1612-2 0575-33-4011 

中濃県事務所（郡上市駐在） 郡上市八幡町初音 1727-2 0575-67-1111 

東濃県事務所 多治見市上野町 5-68-1 0572-23-1111 

恵那県事務所 恵那市長島町正家後田 1067-71 0573-26-1111 

飛騨県事務所 高山市上岡本町 7-468 0577-33-1111 

飛騨県事務所（下呂市駐在） 下呂市萩原町羽根 2605-1 0576-52-3111 
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 (３) 提出部数 

正本１セット 

（Ａ４縦、２穴のファイルに綴じ、表紙・背表紙に補助事業者名（企業名又は屋号等）を記載し

てください。） 

    ※ 電子データの提出を併せてお願いしている書類がありますので、チェックリストを確認して

ください。 

    ※ リングファイルは不可とします。 

    ※ 全体の控えを１部作成し、県からの問合わせや監査等に対応できるよう保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


